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□出題頻度   重要度 ★★★ 

5 4 3 2 1 30 29 28 27 26 25 24 23 22 21 20 19 

  

□ポイント 

この項目では、「建物に作用する荷重」、「外からの風圧力」、「地震による力」の３つの項目と、許容応力度計算に用

いられる「長期・短期に生じる力」の項目を学習していきます。 

いずれの項目も覚えることが比較的多い分野になりますが、少しでも意味を理解しながら進めていくと記憶に残りや

すいでしょう。丸暗記できる部分は割り切って暗記してしまうのも得策です。 

学科Ⅳ 構造 

Lesson10 荷重および外力・地震力 
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■ 荷重（固定・積載・積雪荷重） 

１． 固定荷重 

 

固定荷重とは、建築物そのものの重さ、つまり自重の 

ことである。具体的には「構造躯体」や、「仕上げ材」 

などが含まれる。 

 

躯体・仕上げなどの軽量化は 

固定荷重の軽減につながる。 

 

 

 

 

 

●単位体積重量 

各部材の重さは、その部材の体積に単位体積重量を掛けることで求めることができる。 

 

部材の種類 単位体積重量（ｋN /ｍ３） 

普通コンクリート ２３ 

軽量コンクリート １８～２1 

鉄筋コンクリート ２４ 

 

 

 ■例えば、事務所建築物の 固定荷重＋積載荷重 を計算してみると・・・ 

 

  ・鉄筋コンクリート造の事務所建築物の一般階の固定荷重（平均値）   １３．６ ｋＮ／ｍ２ 

  ・鉄筋コンクリート造の事務所建築物の地震算定用積載荷重       ０．７ ｋＮ／ｍ２ 

 

                               合計    １４．３ ｋＮ／ｍ２ 

 

 

 

 

★★：鉄筋コンクリートの単位体積重量を算定するに当たり、コンクリートの単位体積重量に鉄筋による

単位体積重量１ｋＮ／ｍ3 を加えて求めることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定荷重の範囲では、鉄筋コンクリートの

単位体積重量の内容がよく出題されていま

す。数値は覚えておくといいでしょう。 

答え：〇 

過去問題を解いてみよう！ 

構造躯体 仕上げ材 
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２． 積載荷重 

 

積載荷重とは、建築物がその内部に収容する物品や人間の重さで、建築基準法施行令第 85 条の表に一覧が

示されています。 

 

積載荷重一覧表（単位：Ｎ／ｍ２） 

 

 

●積載荷重（構造計算の対象）の大小関係 ★★ 

 

床計算用 ＞ 大梁・柱・基礎の計算用 ＞ 地震力計算用 

 

 

 

●積載荷重（室の種類）の大小関係 ★ 

 

事務室、百貨店・店舗の売場 ＞ 教室 ＞ 住宅の居室、病室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              構造計算の対象 

室の種類 

床 

の構造計算用

大梁・柱・基礎 

の構造計算用 

地震力 

の計算用 

1 
住宅の居室、住宅以外の建築物における寝室、

または病室 
１，８００ 1,300 600 

2 事務室 ２，９００ 1,800 800 

3 教室 ２，３００ 2,100 1,100 

4 百貨店または店舗の売場 ２，９００ 2,400 1,300 

5 

劇場、映画館、演芸場、公会

堂、集会場その他これらに

類する用途に供する建築物

の客席または集会室 

固定席 ２，９００ 2,600 1,600 

その他 ３，５００ 3,200 2,100 

6 自動車車庫及び自動車通路 5,400 3,900 2,000 

7 
（3）から（5）に掲げる室に連絡する 

廊下、玄関または階段 
３，５００ 3,200 2,100 

8 
屋上広場または 

バルコニー 

一般 1,800 1,300 600 

学校、百貨店 ２，９００ 2,400 1,300 

9 倉庫業を営む倉庫 ３，９００ 
実況によって計算した値が 

３，９００Ｎ／ｍ２未満であっても 
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■積載荷重のポイント 

★★：百貨店・店舗の売場や教室に連絡する廊下の積載荷重は、実況に応じて計算しない 

場合、百貨店の売場や教室の積載荷重より大きな値となる。 

 

★★★★：学校または百貨店の用途に供する建築物の屋上広場の積載荷重は、実況に応じて 

計算しない場合、百貨店・店舗の売場の数値としなければならない。 

 

★★：倉庫業を営む倉庫の床の積載荷重 

実況に応じて計算する場合であっても、3,900N/m2 未満とすることはできない。 

 

★：柱や基礎の垂直荷重による圧縮力を計算する場合、ささえる床の数に応じて、 

積載荷重を低減することができる。（最大 0.6 倍にまで低減可能） 

 

 

 

 

 

 

★ ：一般的な鉄筋コンクリート造の事務所建築物の場合、地震力算定用の地上部分の固定荷重と積載荷重 

の和は、床面積１ｍ2 当たり１０～１５ｋＮ程度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

過去問題を解いてみよう！ 

答え：〇 

memo 
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３． 積雪荷重 

 

積雪荷重とは、建築物に単位面積当たりに積もる雪の重量のこと。 

次の式で表すことが出来る。 

 

 

 

 

●多雪区域 

積雪荷重は、雪の多く降る「多雪区域」と、その他の地域である「一般の地域」によって計算に使用 

 する数値が異なってくる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●積雪の単位荷重  

一般の地域 積雪 1ｃｍについて２０ Ｎ／ｍ2 以上 ★

多雪区域 積雪 1ｃｍについて３０ Ｎ／ｍ2 以上 

 

 

 

●垂直積雪量 

 「その区域による標高や海率などを考慮して計算された垂直積雪量」や「周辺地域での観測資料など」 

 を考慮して特定行政庁が定めたもの。 

 

  

積雪荷重 ＝ 単位荷重（ρ） × 屋根の水平投影面積（Ａ） × 垂直積雪量（ｄ） 

多雪区域とは、 

１．垂直積雪量が 1 メートル以上の区域  

２．積雪の初終間日数の平均値が 30 日以上の区域 

memo 
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●屋根勾配による低減  

屋根の積雪荷重は、屋根に雪止めを設けない場合、以下のように勾配に応じて低減が可能である。 

 

勾配 
６０度以下 勾配に応じて低減することができる。 

６０度を超える 雪が滑り落ちると考えられ、積雪荷重を０とすることができる。★ 

 

 

 

■積雪荷重のポイント 

★：雪下ろしを行う慣習のある地方の場合、その地方における垂直積雪量が 1ｍを超える場合で 

あっても、積雪荷重は、雪下ろしの実況に応じて垂直積雪量を 1ｍまで減らして計算する 

ことができる。 

 

   ★：垂直積雪量が 1ｍを超える場合で、雪下ろしの実況に応じて垂直積雪量を１ｍまで減らして 

計算した建物は、出入口、主要な居室又はその他の見やすい場所に、その軽減の実況その他 

必要な事項を表示しなければならない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

このように建物の壁などに「１ｍを超

えたら雪下ろしします。」と意思表示

をしなければいけないんですね。 

memo 
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２ 

■ 外力（風圧力） 

１． 風圧力の求め方 

 

風圧力は、建築物に加わる風による圧力（荷重）のことで、正圧と負圧がある。 

次の式で表すことが出来る。 

 

 

 

 

●速度圧 ｑ 

  ①屋根の高さ、②建築物の周辺の状況、③地方の区分  

に応じて計算式で求める。 

 

●風力係数 Ｃｆ 

  風力係数とは、建物の形状によって変わる係数のことである。 

 

 

 

 

■風圧力 Ｗ のポイント 

 

：速度圧と風力係数を掛け合わせて求めるので、どちらの数値が大きくなっても風圧力は大きく 

なる。 

 

★：庇の風圧力を算定する場合、庇の高さだけではなく、屋根の平均高さ（建築物の高さと軒の高さ 

との平均高さ）も算定の際に影響を及ぼす。 

     

 

 

●風圧力の概要図 

 

風圧力   速度圧   速度圧の高さ方向の分布を示す係数   平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

 

                                            ガスト影響係数 

 

その地方における基準風速の２乗 

 

風力係数 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃｆ 

風圧力を求めるために、これだけ多くの要素が関係してくること

がわかりますね。例えば、ガスト影響係数が大きくなれば、最終

的には風圧力にも影響が出てくるという考え方になります。 

風圧力 Ｗ ＝ 速度圧 ｑ × 風力係数 Ｃｆ 

Ｗ ｑ Ｅ Ｅｒ 

Ｇｆ 

Ｖ0 
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２． 速度圧 

 

速度圧は、屋根の高さ、建築物の周辺の状況、地方の区分に応じて次式から計算する。 

 

 

 

 

 

●速度圧の高さ方向の分布を示す係数 Ｅ 

 建築物の屋根の高さ及び周辺に存する建築物等が風速に影響を与えるものの状況に応じて国十交通 

大臣が定める数値のことをいう。 

 

 

 

 

  Ｅｒ：平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

     地表面粗度区分およびその建物の屋根の平均高さに応じて定められている。 

 

  Ｇｆ：ガスト影響係数 

   突風など気流の乱れを表す割増係数である。 

     地表面粗度区分およびその建物の屋根の平均高さに応じて定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地表面粗度区分 

建物が多く建っている地域なのか、そもそも都市計画区域外でほとんど建物がない地域なのか、つ

まり地表面の「粗さ」をⅠ～Ⅳの４つの区域に分類している。 

 

 

 

 

Ⅰ：都市計画区域外で極めて 

平坦で障害物がない地域 

         ・ 

         ・ 

Ⅳ：都市計画区域内で都市化が 

極めて著しい地域 

ガスト影響係数（Ｇｆ） 平均風速の高さ方向の

分布を表す係数（Ｅｒ） 

Ｅ＝Ｅ ｒ
  2

×Ｇｆ  

地方 

平均風速の高さ方向の分布を

表す係数 Ｅｒとガスト影響係数 

Ｇｆでは、地表面粗度区分によ

る区域で数値の大小が逆にな

ってくるので覚え間違いをし

ないよう注意しましょう。 

都会 

都市化が著しい 

Ⅳ 

大

大小

平坦で障害物なし

Ⅰ 

小

速度圧 ｑ ＝ ０．６ × 速度圧の高さ方向の分布を示す係数 Ｅ × その地方における基準風速 Ｖ0 
２ 
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■速度圧の高さ方向の分布を示す係数、ガスト影響係数のポイント 

 

★★：平均風速の高さ方向の分布を表す係数 Ｅｒ 

「極めて平坦で障害物のない区域」より「都市化が極めて著しい区域」のほうが小さい。 

 

★：ガスト影響係数 Ｇｆ 

「極めて平坦で障害物のない区域」より「都市化が極めて著しい区域」のほうが大きい。 

 

 

 

 

 

 

●その地方における基準風速 Ｖ0   ★ 

 過去の各地方における台風の記録に基づいた風害の程度など、 

風の性状に応じて３０～４６ ｍ／ｓまでの範囲で国土交通大臣が 

定めたものをいう。地方の区分に応じて定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■速度圧 ｑ のポイント 

 

★★★：速度圧は、その地方における基準風速Ｖ
 

0 の２乗に比例する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大

その地方における基準風速 

小

沖縄など、「台風が多く、

風が強い地域」の方が数

値は大きくなるんです

ね。

２ 
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３． 風力係数 

 

風力係数は、建物の屋根形状や、その形状に合わせて変わる、風の吹き方によって定められた係数で、 

一般的には以下の式で求められる。また、風洞試験によって定める場合もある。 

 

 

 

 

 

 

・外圧係数 Ｃｐｅ：屋外から建物を押す圧力 

・内圧係数 Ｃｐｉ：屋内から建物を押す圧力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■風力係数 Ｃｆ のポイント 

 

★★：風力係数は、風洞試験によって定める場合のほかに、建築物の断面及び平面の形状に 

応じて求める。 

 

   ★：風力係数は、一般に、その建築物の外圧係数と内圧係数との差によって算定する。 

 

★：屋根の軒先などの局部の風力係数は、屋根面や壁面の風力係数より大きくなる場合が 

あるので注意が必要である。 

 

 

 

  

外圧 
係数 

風力 

外圧係数 外圧係数 

内圧係数
外圧 
係数 

風力係数 Ｃｆ ＝閉鎖型および開放型の建築物の外圧係数 Ｃｐｅ－閉鎖型および開放型の建築物の内圧係数 Ｃｐｉ 

memo 
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４． 屋根ふき材等の耐風計算 

 

屋根ふき材や、屋外に面する高さ１３ｍを超える建築物の帳壁の風圧に対しては、構造計算が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

●屋根ふき材 ★★ 

 建築の高さに関わらず、ピーク風力係数を用いた構造計算が必要である。 

 

 

●屋外に面する帳壁（窓ガラスなど） 

高さが１３ｍを超える建築物の場合、13ｍを超えた部分でピーク風力係数を用いた構造計算が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

★ ：高さ１７ｍの窓ガラスの検討に用いる風圧力の計算においては、ピーク風力係数を考慮する。  

   

風圧力 Ｗ ＝ 平均速度圧 ｑ × 屋根ふき材または屋外に面する帳壁に対するピーク風力係数 Ｃｆ 

答え：〇 

過去問題を解いてみよう！ 

memo 
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■ 荷重（設計用地震力・応力） 

１．地震層せん断力（設計用地震力） Ｑｉ の求め方 

 

地震層せん断力 Ｑｉ とは、建物を設計する際に、地震が起こったときの建物の「最も剛性のある床部分」に作

用する水平外力を仮定し、「建物の各層に生じる最大せん断力」の大きさを求め、その水平外力に対して建物

の各層が安全であるように部材断面を決定していくために求める数値である。 

 

●設計用地震力の考え方 

 

①建築物の耐用年限中に数度遭遇する程度の中小地震動によるもの 

②建築物の耐用年限中に一度遭遇するかもしれない程度の大地震動によるもの 

 

 

 

 

    地上部分においてｉ層目に作用する地震層せん断力 Ｑｉは、そのｉ層より上部の全重量 Ｗｉ 

（固定荷重と積載荷重との和）に、そのｉ層の地震層せん断力係数 Ｃｉ を掛け合わせて求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地震層せん断力 Ｑｉ のポイント 

★：地震層せん断力 Qi は、最下層の値が最も大きくなる。 

 

★★：地上部分のある層に作用する地震層せん断力 Ｑi は、その層の固定荷重と積載荷重との和に 

   その層の地震層せん断力係数 Ｃｉを乗じて算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

Ｑ４＝Ｃ４×Ｗ４ 

Ｑ３＝Ｃ３×（Ｗ４＋Ｗ３） 

Ｑ２＝Ｃ２×（Ｗ４＋Ｗ３＋Ｗ２） 

Ｑ１＝Ｃ１×（Ｗ４＋Ｗ３＋Ｗ２＋Ｗ１） 

Ｐ４ 

Ｐ３ 

Ｐ２ 

Ｐ１ 

Ｑ４ 

Ｑ３ 

Ｑ２ 

Ｑ１ 

Ｗ１ 

Ｗ２ 

Ｗ３ 

Ｗ４ 

せん断力図（Ｑ図） 

各階の地震層せん断力Ｑｉの計算 

２段階 

地震層せん断力 Ｑｉ ＝ 地震層せん断力係数 Ｃｉ × 上部の全重量 Ｗｉ 
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２．地震層せん断力係数 Ｃｉ  

 

地震層せん断力係数 Ｃｉ は、地震力を算定するために定められた係数で、構造や地域などによって大きさが

変化する。以下の式で求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■地震層せん断力 Ｃｉ のポイント 

 

★★★★★：地震層せん断力係数 Ｃｉの値は、建築物の上層ほど大きい。 

 

     ★★：地震層せん断力係数 Ｃｉの値は建物の固有周期が長い場合や、地震地域係数Ｚが 

小さい場合、標準せん断力係数 Ｃ0 より小さくなる場合がある。 

 

★：高層建築物の場合、その高さが高いものほど、一般に、振動特性係数が低減される 

ので、地上部分最下層の地震層せん断力係数 Ｃｉは小さくなる。 

   

 

 

 

●地震地域係数 Ｚ （低減係数） ★★ 

 

その地方の過去の地震記録に基づく震害の程度および地震活動の 

状況などに応じて１．０～０．７の数値として各地域ごとに規定されて 

いる低減係数である。 

 

  地震地域係数Ｚは、九州における値より、北海道の太平洋惻 

や本州の太平洋側における値のほうが大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Z=0.9 

Z=1.0 

Z=0.9 

Z=0.7 地震地域係数 

地震層せん断力係数 Ｃｉ 

＝ 地震地域係数 Ｚ × 振動特性係数 Ｒｔ × 建築物の高さ方向の分布を表す係数 Ａｉ × 標準せん断力係数 Ｃ

この４つの要素を使って地震層せん断力係数を計

算しないと解けない問題も出てきますよ。全て掛

け合わせるといいんだなと覚えておいて下さい。 
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●振動特性係数 Ｒｔ （低減係数） 

 

建築物の振動特性（建物がどのように振動するか） 

を表す係数で、建築物の弾性域における次の 

２つの要素に応じて与えられた低減係数である。 

 

振動特性係数を 

構成する要素 

設計用一次固有周期Ｔ 

地盤の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

■設計用一次固有周期 Ｔ 

 

  ある建物が、一度揺れ出してから反対側に揺れ動いたあとに、元の位置に戻ってくるまでの周期 

のことを言う。その建物ごとに周期が異なるので「固有周期」と呼ばれる。 

 

  

 

 

ｈ：建物高さ 

α：柱及びはりの大部分が木造又は鉄骨造である階（地階を除く）の高さの合計のｈに対する比 

  

αの値 
鉄筋コンクリート造・ＳＲＣ造 ０ 

鉄骨造 1 

 

 

 

 

■設計用一次固有周期 Ｔ のポイント 

 

★★★★：鉄骨造の場合は、建築物の高さに０．０３を乗じて算出できる。 

 

★：建築物の高さが高いほど長くなる。 

 

★：建築物の高さが同じ場合、鉄骨造の方がＲＣ造より長くなる。 

 

     ★：鉄筋コンクリート造の設計用一次固有周期 Ｔを、略算法でなく固有値解析などの 

清算によって求める場合には、建築物の振動特性はコンクリートにひび割れのない 

初期剛性を用い、基礎や基礎杭の変形はないものとする。 

 

1.0
第３種地盤（軟弱） 

0
.4

 

第 2 種地盤 

第 1 種地盤（硬質） 

設計用一次固有周期 Ｔ ＝ ｈ （０．０２＋０．０１α） 略算法 

Ｒｔ 

振 
動 
特 
性 
係 
数 

Ｔ 設計用一次固有周期（秒） 

1.0 2.0

0.2

0.6

0.8

0.4

0
.6

 
0
.8

 

振動特性係数Ｒｔ 
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 ■地盤の種類 

   地盤の硬軟によって、以下の地盤周期が与えられている。 

 

種類 特徴 地盤周期Ｔｃ 測定による地盤周期Ｔｇ 

第３種地盤 軟弱な沖積層 ０．８ Ｔｇ ≦ ０．２ ★ 

第２種地盤 普通地盤 ０．６ ０．２ ＜ Ｔｇ ≦ ０．７５ 

第１種地盤 岩盤、硬質砂れき層 ０．４ ０．７５ ＜ Ｔｇ 

 

 

 

■振動特性係数 Ｒｔ のポイント 

 

★★★：計用用一次固有周期 Ｔが同じであれば、軟弱な第三種地盤における値よりも 

硬質な第一種地盤における値のほうが低減されて小さくなる。 

 

★★：建築物の設計用一次固有周期 Ｔが長くなるほど小さくなる。 

 

★：設計用一次固有周期 Ｔが０．４以下の場合、地盤に関係なく１．０となる。 

 

   

 

 

 

 

 

 

●建築物の高さ方向の分布を表す係数 Ａｉ （割増係数） ★ 

多くの地震応答解析結果の蓄積から、それらをまとめたものに基づき定められた、設計用層せん断力を求

めるための係数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

αｉ ： 
最上階からｉ階までの重量の和

地上階の全重量
  

 Ｔ ：  設計用一次固有周期 

 

 

 

 

Ａｉ 大 

Ａｉ 小 

硬い 

柔らかい

Ａｉの分布 

Ａｉ 

αｉ 

1 2 3 4 5 6

Ｔ＝∞ 
Ｔ＝０．５ 
Ｔ＝０ 

0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

上階 

下階 
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■建築物の高さ方向の分布を表す係数 Ａｉ のポイント 

 

★★：建築物の上層ほど、また設計用一次固有周期 Ｔが長いほど大きくなる。 

 

★：地上部分の最下層（１階部分）の値は１．０である。 

 

★：Ａｉを算出する場合の建築物の設計用一次固有周期 Ｔは、振動特性係数 Ｒｔを算出 

する場合の設計用一次固有周期 Ｔと同じとする。 

 

 

 

 

 

●標準せん断力係数 ＣＯ 

「地震の規模」によって定まる係数のことである。 

 

地震の規模 標準せん断力係数 ＣＯ 

中地震を想定した場合 ０．２以上  ★  

木造・著しく軟弱な地盤上 ０．３以上  ★  

大地震を想定した場合 １．０以上  ★★ 

 

 

 

■標準せん断力係数 ＣＯ のポイント 

 

★：鉄筋コンクリート造の保有水平体力計算を行う場合の地上部分の地震力は、 

標準せん断力係数 ＣＯが「０．２以上」の場合と、「１．０以上」の場合の２段階を 

計画する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



学科Ⅳ構造 －荷重および外力・地震力－ 

最端製図 学科クラブ（一級）                  □□□ 17/54 

 

３．屋上・外壁から突出する部分の地震力 

   

屋上突出物に作用する地震力や、外壁から突出する部分の地震力は、建築物本体と切り離して考える必要が

ある。以下の式で求めることができる。 

  

 

 

 

部位による水平震度・鉛直震度の求め方 

部位 水平震度 ｋ 

屋上突出物 １．０Ｚ以上 

階数が４以上である建築物または

高さが２０ｍを超える建築物 

高さが２ｍを超える昇降機や塔屋 ★ １．０Ｚ以上 

外壁から突出する屋外階段 １．０Ｚ以上 

２ｍを超える超える片持ちのバルコニーなど外壁から突出する部分 ★ １．０Ｚ以上（鉛直震度 ｋ） 

 

水平震度 ｋとは・・・地震の水平方向の加速度を重力の加速度で割ったもの 

鉛直震度 ｋとは・・・地震の鉛直方向の加速度を重力の加速度で割ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★：高さ 30ｍ、鉄骨鉄筋コンクリート造、地上７階建ての建築物において、外壁から突出する部分の長さ 

２．５ｍの鉄筋コンクリート造の片持ち階段について、その部分の鉛直震度を１．０Ｚ（地震地域係

数）として、本体への接続部も含めて安全性の検証を行った。  

 

屋上突出物 

外壁から 
突出する部分 

地震力 

答え：〇 

過去問題を解いてみよう！ 

平面図 

外壁から 
突出する部分 

地震力 Ｐ ＝ 水平震度 ｋ × 突出した部分の重量 Ｗ 

立面図 

屋上突出物 

鉛直力 

水平力 

水平力 
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４．地下部分の地震力 

 

地下部分の地震力は、地盤面からの深さに応じた水平震度 ｋによって地震力を算定する。 

 

●地震力 ★ 

地下部分の各部分に作用する地震力は、当該部分の「固定荷重と積載荷重の和」に「水平震度 ｋ」を 

乗じて計算する。 

 

 

 

 ＷＢ ：固定荷重と積載荷重の和 

  ｋ：水平震度 

 

 

●地震層せん断力 ★★ 

地下部分の地震層せん断力は、「水平震度 ｋを乗じて求めた地震力」と「１階の地震層せん断力（地上部分 

から伝わる地震層せん断力）」との和である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■水平震度 ｋ 

 

 

 

    Ｈ：建築物の地下部分の地盤面からの深さ 

（Ｈが２０ｍを超える場合は、２０ｍとする。） 

      Ｚ：地上部分の地震地域係数 

      ｋ：地下部分の水平震度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｋ ≧ ０．１（１－Ｈ／４０）Ｚ 

地下部分の地震力 ＝ ＷＢ × ｋ 

ＱＢ ＝ （Ｑ１＋Ｑ２＋Ｑ３） ＋ （ＷＢ×ｋ） 

地下部分の水平震度ｋは、その計測する部分が深くなるにつれて

小さくなっていき、２０ｍを超えると一定となっています。それ以

上深くなると、地盤の変化の影響がなくなると考えられますね。

地上部分から伝わる
地震層せん断力 

水平震度により計算した地震力 

20ｍ

地下部分の重量 ＷＢ 

地下部分の水平震度 

Ｈ=20m

0.1Ｚ 

0.05Ｚ 

Ｈ

地下部分の地震層せん断力 

ＱＢ 

Ｑ２ Ｑ４ Ｑ１ Ｑ３ 
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長期・短期に生ずる力の種類（許容応力度計算） 

 

許容応力度計算を行うにあたり、構造耐力上主要な部材に生じる力を、長期、または短期に生じるそれぞ

れの力に対して、次の表の許容応力度を超えないように、構造部材の設計を行なう。 

 

●力の組み合わせ 

 

力の種類 状況 一般 多雪区域 

長期 
常時 

（Ｇ＋Ｐ） 
（Ｇ＋Ｐ） 

積雪時 （Ｇ＋Ｐ）＋０．７Ｓ 

短期 

積雪時 （Ｇ＋Ｐ）＋Ｓ （Ｇ＋Ｐ）＋Ｓ 

暴風時 （Ｇ＋Ｐ）＋Ｗ 
（Ｇ＋Ｐ）＋Ｗ 

（Ｇ＋Ｐ）＋０．３５Ｓ＋Ｗ 

地震時 （Ｇ＋Ｐ）＋Ｋ （Ｇ＋Ｐ）＋０．３５Ｓ＋Ｋ 

 

Ｇ：固定荷重によって生ずる力    Ｗ：風圧力によって生ずる力 

Ｐ：積載荷重によって生ずる力    Ｋ：地震力によって生ずる力 

Ｓ：積雪荷重によって生ずる力 

 

 

 

 

■長期・短期の力の種類のポイント 

 

●積雪時 

  ★：多雪区域においては、長期積雪荷重は、短期積雪荷重の０．７倍の数値とする。 

 

  ●暴風時・地震時 

  ★★：多雪区域ではない一般の地域においては、積雪荷重と組み合わせなくてもよい。 

 

   ★：多雪区域において、暴風時に考慮すべき積雪荷重は、短期の積雪荷重を低減して用いる 

ことができる。 

 

   ★：多雪区域においては、暴風時または地震時の荷重を、積雪荷重と組み合わせる必要がある。 

 

   ★：多雪区域においては、暴風時においては積雪荷重がある場合とない場合の両方を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

長期、短期の力の種類は、「長期」、「短期」、「一般の場合」「多雪区域の場合」

「積雪時」「暴風時」とこれだけの種類の組み合わせで問題が出題されてい

ます。少し大変ですが、特に表の中で赤字になっている部分は覚えておい

て欲しいポイントですね。頑張って下さい。 
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■ 過去問トレーニング 【問題編】 

 

2009 年【問題 7】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 風圧力を算出する場合の基準風速Ｖoは、地方の区分に応じて規定されている。 

2. 多雪区域ではない地域において、暴風時又は地震時の荷重を、積雪荷重と組み合わせる必要はない。 

3. 多雪区域内において、長期積雪荷重は、短期積雪荷重の 0.7 倍の数値とする。 

4. 沖積層の深さが 35m の軟弱な第三種地盤の地盤周期Ｔcは、0.2 秒以下である。 

 

 

 

2009 年【問題 8】 

建集基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 鉄筋コンクリート造の保有水平耐力計算を行う場合の地上部分の地震力は、標準せん断力係数 Co が

「0.2 以上の場合」と「1.0 以上の場合」の２段階の検討をする。 

2. 鉄骨造の地震力を算定する場合に用いる建築物の設計用一次固有周期Ｔ（単位 秒）は、特別な調査又

は研究の結果に基づかない場合、建築物の高さ（単位 m）に 0.03 を乗じて算出することができる。 

3. 建築物の固有周期が長い場合や地震地域係数Ｚが小さい場合には、地震層せん断力係数Ｃiは、標準せ

ん断力係数 Ｃoより小さくなる場合がある。 

4. 地震地域係数Ｚは、過去の地震の記録等に基づき、1.0 から 1.5 までの範囲で、建設地ごとに定めら

れている。 

 

 

 

2010 年【問題 7】 

構造計算に用いる荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 鉄筋コンクリートの単位体積重量を算定するに当たり、コンクリートの単位体積重量に鉄筋による単

位体積重量１kＮ/㎥を加えて求めることができる。 

2. 普通コンクリートの重量を算定するに当たり、単位体積重量については、設計基準強度Ｆ
ｃ
≦36Ｎ/㎟

のコンクリートにおいては 23kＮ/㎥とし、36Ｎ/㎟＜Ｆ
ｃ
≦48Ｎ/㎟のコンクリートにおいては 23.5k

Ｎ/㎥とすることができる。 

3. 教室に連絡する廊下や階段の床の積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、教室の床の積載荷重と

同じ 2,300Ｎ/㎡としなければならない。 

4. 倉庫業を営む倉庫の床の積載荷重は、実況に応じて計算した数値が3,900Ｎ/㎡未満の場合においても、

3,900Ｎ/㎡としなければならない。 
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2010 年【問題 8】 

荷重・外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 地盤種類が第二種地盤で、建築物の設計用一次固有周期が 0.6 秒以上の場合は、一般に、高層になる

ほど地上部分の最下層の地震層せん断力係数Ｃｉは大きくなる。 

2. 地下部分の地震層せん断力は、「地下部分の固定荷重と積載荷重との和に、当該部分の地下の深さに応

じた水平震度ｋを乗じて求めた地震力」と「１階の地震層せん断力」との和である。 

3. 多数の者が利用する自走式の駐車場において、誤操作による自動車の転落事故を防止するための装置

等の構造は、250kＮの衝撃力が作用した場合に、装置の部材の塑性変形等を考慮し、衝撃力を吸収で

きるようにする。 

4. 高さ 13ｍ以下の建築物において、屋根ふき材については、規定のピーク風力係数を用いて風圧力の計

算をすることができる。 

 

 

 

2011 年【問題 8】 

図のような 4 階建ての建築物において、各部の風圧力の算定に関する次の記述のうち、最も不適当なもの

はどれか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 高さ h2の窓ガラスの検討に用いる風圧力の計算においては、ピーク風力係数を考慮する。 

2. 高さ h1 の庇の風圧力は、庇の高さ h1 のみで検討し、建築物の高さと軒の高さとの平均 H に影響され

ない。 

3. 屋根葺き材に作用する風圧力算定においては、ピーク風力係数を考慮する。 

4. 速度圧は、その地方における基準風速、地表面粗度区分及び建築物の高さと軒の高さとの平均 H に影

響され、風力係数は建築物の形状に応じて定められている。 
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2012 年【問題 7】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 単位面積当たりの積載荷重の大小関係は、実況に応じて計算しない場合、教室 ＞店舗の売場 ＞ 住

宅の居室である。 

2. 百貨店の屋上広場の単位面積当たりの積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、百貨店の売場の単

位面積当たりの積載荷重と同じ数値とすることができる。 

3. 閉鎖型の建築物における風力係数は、一般に、その建築物の外圧係数と内圧係数との差により算定す

る。 

4. 風圧力における平均風速の高さ方向の分布を表す係数は、一般に、「極めて平坦で障害物がない区域

」より「都市化が極めて著しい区域」のほうが小さい。 

 

 

 

2012 年【問題 8】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の設計用一次固有周期Ｔが長い場合、一般に、第一種地盤より第三種地盤のほうが建築物の地

上部分に作用する地震力は大きくなる。 

2. 地震力を算定する場合に用いる鉄骨造の建築物の設計用一次固有周期Ｔ(単位 秒)は、特別な調査又

は研究の結果に基づかない場合、建築物の高さ(単位 ｍ)に 0.02 を乗じて算出することができる。 

3. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力係数Ｃｉは、最下層における値が最も小さくなる。 

4. 地震地域係数Ｚは、その地方における過去の地震の記録等に基づき、1.0 から 0.7 までの範囲内にお

いて各地域ごとに定められている。 

 

 

 

2013 年【問題 8】 

建築基準法における地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の地上部分の必要保有水平耐力を計算する場合、標準せん断力係数 C0は 1.0 以上としなければ

ならない。  

2. 建築物の固有周期及び地盤の種別により地震力の値を変化させる振動特性係数 Rtは、一般に、建築物

の設計用一次固有周期 Tが長いほど大きくなる。  

3. 地震層せん断力係数の建築物の高さ方向の分布を表す係数 Aiは、一般に、建築物の上階になるほど大

きくなり、建築物の設計用一次固有周期 Tが長いほど大きくなる。  

4. 建築物の地下部分の各部分に作用する地震力は、一般に、当該部分の固定荷重と積載荷重との和に水

平震度を乗じて計算する。 
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2014 年【問題 8】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の固有周期が長い場合や地震地域係数Ｚが小さい場合には、地震層せん断力係数Ｃiは、標準

せん断力係数Ｃ0より小さくなる場合がある。 

2. ガスト影響係数Ｇｆは、一般に、建築物の高さと軒の高さとの平均Ｈに比例して大きくなり、「都市化

が極めて著しい区域」より「極めて平坦で障害物がない区域」のほうが大きくなる。 

3. 高さ 13m 以下の建築物において、屋根ふき材については、規定のピーク風力係数を用いて風圧力の計

算をすることができる。 

4. 多雪区域においては、暴風時又は地震時の荷重を、積雪荷重と組み合わせる必要がある。 

 

 

 

2015 年【問題 7】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力係数Ｃiは、最下層における値が最も大きくなる。 

2. 地下部分の地震層せん断力は、「地下部分の固定荷重と積載荷重との和に、当該部分の地盤面からの深

さに応じた水平震度 k を乗じて求めた地震力」と「地上部分から伝わる地震層せん断力」との和であ

る。 

3. 建築物の設計用一次固有周期Ｔが長い場合、第一種地盤より第三種地盤のほうが建築物の地上部分に

作用する地震力は大きくなる。 

4. 第一種地盤で、建築物の設計用一次固有周期Ｔが長い場合、振動特性係数Ｒｔの値は、Ｔが長くなるほ

ど小さくなる。 

 

 

 

2015 年【問題 8】 

建築物の構造計算に用いる荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 多雪区域において、暴風時に考慮すべき積雪荷重は、短期の積雪荷重を低減して用いることができる。 

2. 教室に連絡する廊下や階段の床の積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、教室の床の積載荷重と

同じ値を用いることができる。 

3. 建築物の各部の積載荷重は、「床の構造計算をする場合」、「大梁・柱・基礎の構造計算をする場合」及

び「地震力を計算する場合」において、それぞれ異なる値を用いることができる。 

4. 一般的な鉄筋コンクリートの単位体積重量は、コンクリートの単位体積重量に、鉄筋による重量増分

として 1kN/㎥を加えた値を用いることができる。 
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2016 年【問題 7】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の地上部分の必要保有水平耐力を計算する場合、標準せん断力係数Ｃ0は 1.0 以上としなけれ

ばならない。 

2. 地震地域係数Ｚは、1.0 から 0.7 の数値として地域ごとに定められている。 

3. 風圧力の計算に用いる速度圧ｑは、その地方における基準風速Ｖ0に比例する。 

4. 構造部材に生じる応力度等を計算するに当たり、多雪区域ではない一般の地域においては、暴風時又

は地震時の荷重を、積雪荷重と組み合わせなくてもよい。 

 

 

 

2017 年【問題 7】 

建築基準法における地震層せん断力係数 Ci の計算に用いる振動特性係数 Rt は、建築物の設計用一次固有

周期 T と地盤の種別に応じて定められている。それらの関係を示す図として、適当な
．．．

ものは、次のうちど

れか。 
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2017 年【問題 8】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 学校の屋上広場の単位面積当たりの積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、教室の単位面積当た

りの積載荷重と同じ数値とすることができる。 

2. 雪下ろしを行う慣習のある地方においては、その地方における垂直積雪量が１m を超える場合におい

ても、積雪荷重は、雪下ろしの実況に応じて垂直積雪量を１mまで減らして計算することができる。 

3. 風圧力における平均風速の高さ方向の分布を表す係数 Erは、建築物の高さが同じ場合、一般に、「都市

計画区域外の極めて平坦で障害物がない区域」より「都市計画区域内の都市化が極めて著しい区域」

のほうが小さい。 

4. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力 Qiは、最下層の値が最も大きくなる。 

 

 

 

2018 年【問題 7】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 地震地域係数 Z が 1.0、振動特性係数 Rtが 0.9、標準せん断力係数 COが 0.2 のとき、建築物の地上部

分の最下層における地震層せん断力係数 Ciは 0.18 とすることができる。 

2. 鉄骨造又は木造の建築物の地震力を算定する場合に用いる設計用一次固有周期 T（単位 秒）は、建築

物の高さ（単位 メートル）に 0.03 を乗じて算出することができる。 

3. 地震層せん断力係数 Ciの建築物の高さ方向の分布を表す係数 Aiは、建築物の上階になるほど大きくな

る。 

4. 建築物の地上部分におけるある層に作用する地震層せん断力は、その層の固定荷重と積載荷重との和

に、その層の地震層せん断力係数 Ciを乗じて算出する。 

 

 

 

2018 年【問題 8】 

建築物の構造計算に用いる荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 多雪区域において、地震時に考慮すべき積雪荷重は、短期積雪荷重を低減したものを用いる。 

2. 百貨店の屋上広場の単位面積当たりの積載荷重は、建築物の実況に応じて計算しない場合、百貨店の

売場の単位面積当たりの積載荷重と同じとすることができる。 

3. 単位面積当たりの積載荷重は、建築物の実況に応じて計算しない場合、「床の構造計算をする場合」、

「大梁、柱又は基礎の構造計算をする場合」及び「地震力を計算する場合」のうち、「地震力を計算す

る場合」が最も大きくなる。 

4. 一般的な鉄筋コンクリートの単位体積重量は、コンクリートの単位体積重量に、鉄筋による重量増分

として 1kN/㎥加えた値を用いることができる。 
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2019 年【問題 7】 

建築基準法における建築物の構造計算に用いる風圧力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれ

か。 

1. 風圧力の計算に用いる速度圧 qは、その地方について定められている基準風速 V0の 2 乗に比例する。 

2. 基準風速 V0は、稀に発生する暴風時の地上 10 m における 10 分間平均風速に相当する値である。 

3. ガスト影響係数 Gfは、「平坦で障害物がない区域」より「都市化が著しい区域」のほうが大きい。 

4. 風圧力は、一般に、「外装材に用いる場合」より「構造骨組に用いる場合」のほうが大きい。 

 

 

 

 

2019 年【問題 8】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 多雪区域以外の区域において、積雪荷重の計算に用いる積雪の単位荷重は、積雪量 1 cm 当たり 20 N/

㎡以上とする。 

2. 店舗の売場に連絡する廊下の床の構造計算に用いる積載荷重は、建築物の実況に応じて計算しない場

合、店舗の売場の床の積載荷重を用いることができる。 

3. 建築物の地下部分の各部分に作用する地震力は、一般に、当該部分の固定荷重と積載荷重との和に水

平震度を乗じて計算する。 

4. 建築物の固有周期が長い場合や地震地域係数 Z が小さい場合には、地震層せん断力係数 Ciは、標準せ

ん断力係数 Coより小さくなる場合がある。 

 

 

 

 

2020 年【問題 7】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力係数 Ciは、最下層における値が最も小さくなる。 

2. 建築物の地上部分の必要保有水平耐力を計算する場合、標準せん断力係数 Coは 1.0 以上とする。 

3. 振動特性係数 Rtは、建築物の設計用一次固有周期 Tが長くなるほど大きくなる。 

4. 地震層せん断力係数 Ciの建築物の高さ方向の分布を表す係数 Aiを算出する場合、建築物の設計用一次

固有周期 Tは、振動特性係数 Rtを算出する場合の Tの値と同じとする。 
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2020 年【問題 8】 

建築基準法における屋根葺き材に作用する風荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 屋根葺き材の風圧に対する構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準は、建築物の高さに

かかわらず適用される。 

2. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる平均速度圧𝑞തについては、気流の乱れを表すガスト影響係

数 Gfは考慮しなくてよい。 

3. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いるピーク風力係数𝐶መf は、一般に、構造骨組に用いる風圧力

を算出する場合の風力係数 Cfよりも大きい。 

4. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる基準風速 V0は、構造骨組に用いる風圧力を算出する場合

と異なる。 

 

 

 

 

2021 年【問題 7】 

地震時における建築物の振動に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 地震動の変位応答スペクトルは、一般に、周期が長くなるほど小さくなる。 

2. 建築物の固有周期は、質量が同じ場合、水平剛性が大きいものほど短くなる。 

3. 建築物の一次固有周期は、一般に、二次固有周期に比べて長い。 

4. 鉄筋コンクリート造建築物の内部粘性減衰の減衰定数は、一般に、鉄骨造の建築物に比べて大きい。 

 

 

 

 

2021 年【問題 8】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 床の構造計算を行う場合の単位面積当たりの積載荷重の大小関係は、実況に応じて計算しない場合、住宅

の居室＜事務室＜教室である。 

2. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力 Qi は、最下層の値が最も大きくなる。 

3. 地震時の短期に生ずる力については、特定行政庁が指定する多雪区域においては、積雪荷重を考慮する。 

4. 屋根葺き材等に対して定められるピーク風力係数 Cf は、局部風圧の全風向の場合における最大値に基づい

て定められている。 
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2022 年【問題 8】 

建築基準法における建築物に作用する積雪荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 屋根面における積雪量が不均等となるおそれ
・ ・ ・

のある場合においては、その影響を考慮して積雪荷重を計算し

なければならない。 

2. 垂直積雪量が 1 m を超える場合、雪下ろしの実況に応じて垂直積雪量を 1 m まで減らして積雪荷重を計算し

た建築物については、その出入口、主要な居室又はその他の見やすい場所に、その軽減の実況その他必要

な事項を表示しなければならない。 

3. 多雪区域以外の区域における大スパン等の一定の条件を満たす緩勾配屋根を有する建築物では、屋根版の

構造種別によっては、構造計算において用いる積雪荷重に積雪後の降雨を考慮した割増係数を乗じることが

求められる場合がある。 

4. 多雪区域を指定する基準において、積雪の初終間日数の平年値が 30 日以上の区域であっても、垂直積雪

量が 1 m 未満の場合は、多雪区域とはならない。 

 

 

 

2023 年【問題 7】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の基礎の底部の直下の地盤の種別に応じて定められる数値 Tc は、沖積層の深さが 35 m の軟弱な第

三種地盤である場合、0.2 秒を用いる。 

2. 鉄骨造又は木造の建築物の地震力を算定する場合に用いる設計用一次固有周期 T（単位 秒）は、建築物の

高さ（単位 メートル）に 0.03 を乗じて算出することができる。 

3. 弾性域における設計用一次固有周期 T の計算に用いる建築物の高さは、建築物の最高高さではなく、振動

性状を十分に考慮した振動上有効な高さを用いる場合がある。 

4. 地震層せん断力係数の算定に用いる振動特性係数 Rt は、一般に、設計用一次固有周期 T が長くなるほど、

小さくなる。 
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2023 年【問題 8】 

建築基準法における風荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる基準風速 V0 は、構造骨組に用いる風圧力を算出する場合と

同じ値である。 

2. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる平均速度圧 𝑞ത は、一般に、気流の乱れを表すガスト影響係数

Gf を考慮する。 

3. 基準風速 V0 は、稀に発生する暴風時を想定した、地上 10 m における 10 分間平均風速に相当する値であ

る。 

4. ガスト影響係数 Gf は、一般に、建築物の高さと軒の高さとの平均 H の値が大きくなるほど、小さくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

memo 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



学科Ⅳ構造 －荷重および外力・地震力－ 

最端製図 学科クラブ（一級）                  □□□ 30/54 

■ 過去問トレーニング 【解説編】  

 

2009 年【問題 7】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 風圧力を算出する場合の基準風速Ｖoは、地方の区分に応じて規定されている。 

2. 多雪区域ではない地域において、暴風時又は地震時の荷重を、積雪荷重と組み合わせる必要はない。 

3. 多雪区域内において、長期積雪荷重は、短期積雪荷重の 0.7 倍の数値とする。 

4. 沖積層の深さが 35m の軟弱な第三種地盤の地盤周期Ｔcは、0.2 秒以下である。 

 

 

【解説】 ≪正解 4≫ 

1. 風圧力を算出する場合の基準風速Ｖo は、地方の区分ごとに、30～46 ｍ/ｓの範囲で定められてい

ます。正しい記述です。 

過去の台風の記録に基づいています。 

2. 多雪区域ではない一般の場合の地域においては、暴風時又は地震時の荷重を、積雪荷重と組み合わせ

る必要はありません。正しい記述です。 

3. 多雪区域内において、長期積雪荷重は、短期積雪荷重の 0.7 倍の数値とします。正しい記述です。 

短期積雪荷重＝Ｇ＋Ｐ＋Ｓ  長期積雪荷重＝Ｇ＋Ｐ＋0.7Ｓ  

Ｇ:固定荷重 Ｐ:積載荷重 Ｓ:積雪荷重 

4. 沖積層の探さが 30m 以上の軟弱な第三種地盤の場合、地盤周期Ｔc は、0.8 秒とします。 

0.2 秒以下は第一種地盤 
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2009 年【問題 8】 

建集基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 鉄筋コンクリート造の保有水平耐力計算を行う場合の地上部分の地震力は、標準せん断力係数 Co が

「0.2 以上の場合」と「1.0 以上の場合」の２段階の検討をする。 

2. 鉄骨造の地震力を算定する場合に用いる建築物の設計用一次固有周期Ｔ（単位 秒）は、特別な調査又

は研究の結果に基づかない場合、建築物の高さ（単位 m）に 0.03 を乗じて算出することができる。 

3. 建築物の固有周期が長い場合や地震地域係数Ｚが小さい場合には、地震層せん断力係数Ｃiは、標準せ

ん断力係数 Ｃoより小さくなる場合がある。 

4. 地震地域係数Ｚは、過去の地震の記録等に基づき、1.0 から 1.5 までの範囲で、建設地ごとに定めら

れている。 

 

 

【解説】 ≪正解 4≫ 

1. 鉄筋コンクリート造の保有水平耐力計算を行う場合の地上部分の地震力は、①標準せん断力係数 Co

が 0.2 以上（中地震動を想定した１次設計）の場合と 1.0 以上（大地震動を想定した２次設計）の場

合の２段階の検討をします。 

2. 鉄骨造の地震力を算定する場合に用いる建築物の設計用一次固有周期 T は、Ｔ＝0.03ｈで求めるこ

とができます。ｈ：建築物の高さ したがって正しい記述です。 

3. 地震層せん断力係数Ｃi の求め方は、Ｃi＝Ｚ×Ｒt×Ａi×Co 

Ｚ：地震地域係数（0.7～1）、Ｒt：振動特性係数（0.25～1）、Ａi：高さ方向の分布を表す係数、 

Ｃo：標準せん断力係数  

建築物の固有周期が長い場合や地震地域係数Ｚが小さい場合、地震層せん断力係数Ｃi は、標準せん断

力係数Ｃo より小さくなります。 

4. 地震地域係数Ｚは、過去の地震の記録等に応じて、0.7 から 1.0 の範囲で建設地ごとに定められてい

ます。1.0 から 1.5 ではありません。誤り。 
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2010 年【問題 7】 

構造計算に用いる荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 鉄筋コンクリートの単位体積重量を算定するに当たり、コンクリートの単位体積重量に鉄筋による単

位体積重量１kＮ/㎥を加えて求めることができる。 

2. 普通コンクリートの重量を算定するに当たり、単位体積重量については、設計基準強度Ｆ
ｃ
≦36Ｎ/㎟

のコンクリートにおいては 23kＮ/㎥とし、36Ｎ/㎟＜Ｆ
ｃ
≦48Ｎ/㎟のコンクリートにおいては 23.5k

Ｎ/㎥とすることができる。 

3. 教室に連絡する廊下や階段の床の積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、教室の床の積載荷重と

同じ 2,300Ｎ/㎡としなければならない。 

4. 倉庫業を営む倉庫の床の積載荷重は、実況に応じて計算した数値が3,900Ｎ/㎡未満の場合においても、

3,900Ｎ/㎡としなければならない。 

 

 

【解説】 ≪正解 3≫ 

1. 鉄筋コンクリートの単位体積重量の算定は、コンクリートの単位体積重量に、鉄筋による単位体積重

量１kN/㎥を加えて求めます。正しい。 

2. 普通コンクリートの重量を算定するに当たり、単位体積重量は、設計基準強度Ｆｃ≦ 36N/ ㎜
  ２

のコン

クリートで 23kN/㎡とし、36N/ ㎜
  ２

＜Ｆｃ≦48N/ ㎜
  ２

のコンクリートで 23.5kN/㎥とすることが

できます。正しい。 

3. 教室に連絡する廊下や階段の床の積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、教室の床の積載荷重

（2,300N/㎡）ではなく、3,500N/㎡以上としなければなりません。誤り。 

（基準法施行令第 85 条）廊下の方が、人が密集することがあるためです。 

4. 倉庫業を営む倉庫の床の積載荷重は、実況に応じて計算した数値が 3,900N/㎡未満の場合でも、

3,900N/㎡としなければなりません。正しい。 
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2010 年【問題 8】 

荷重・外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 地盤種類が第二種地盤で、建築物の設計用一次固有周期が 0.6 秒以上の場合は、一般に、高層になる

ほど地上部分の最下層の地震層せん断力係数Ｃｉは大きくなる。 

2. 地下部分の地震層せん断力は、「地下部分の固定荷重と積載荷重との和に、当該部分の地下の深さに応

じた水平震度ｋを乗じて求めた地震力」と「１階の地震層せん断力」との和である。 

3. 多数の者が利用する自走式の駐車場において、誤操作による自動車の転落事故を防止するための装置

等の構造は、250kＮの衝撃力が作用した場合に、装置の部材の塑性変形等を考慮し、衝撃力を吸収で

きるようにする。 

4. 高さ 13ｍ以下の建築物において、屋根ふき材については、規定のピーク風力係数を用いて風圧力の計

算をすることができる。 

 

 

【解説】 ≪正解 1≫ 

1. 地盤種類が第二種地盤で、設計用一次固有周期が 0.6 秒以上の場合、一般に、高層になるほど地上部

分の最下層の地震層せん断力係数Ｃｉは小さくなります。誤り。 

2. 地下部分の地震層せん断力は、「地下部分の固定荷重と積載荷重との和に、当該部分の地下の深さに応

じた水平震度ｋを乗じて求めた地震力」と「１階の地震層せん断力」との和とします。正しい。 

3. 自走式の駐車場において、誤操作による自動車の転落事故を防止する装置等の構造は、250kN の衝

撃力が作用した場合に、衝撃力を吸収できるようにする。正しい。 

4. 高さ 13m 以下の建築物において、屋根ふき材については、規定のピーク風力係数を用いて風圧力の

計算をする。正しい。 
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2011 年【問題 8】 

図のような 4 階建ての建築物において、各部の風圧力の算定に関する次の記述のうち、最も不適当なもの

はどれか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 高さ h2の窓ガラスの検討に用いる風圧力の計算においては、ピーク風力係数を考慮する。 

2. 高さ h1 の庇の風圧力は、庇の高さ h1 のみで検討し、建築物の高さと軒の高さとの平均 H に影響され

ない。 

3. 屋根葺き材に作用する風圧力算定においては、ピーク風力係数を考慮する。 

4. 速度圧は、その地方における基準風速、地表面粗度区分及び建築物の高さと軒の高さとの平均 H に影

響され、風力係数は建築物の形状に応じて定められている。 

 

 

【解説】 ≪正解 2≫ 

1. ３、屋根葺き材、外装材及び屋外に面する帳壁（窓も含む）は、局部的な風圧力に対し、ピーク風力係

数（骨組を計算する風力係数より大きな値となる）を定めて計算を行うこととされています。（一般に、

高さ 13m を超える部分について） 

2. 風圧力の求め方は、0.6ＥＶ Ｏ
  ２

 であり、速度圧と風力係数が影響しています。速度圧であるＥは、

「屋根の高さ、周辺地域の状況により算出した数値」なので、高さの影響を受けます。よって、風圧力

も高さの影響を受けることになります。誤りです。 

4. 正しい記述です。 
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2012 年【問題 7】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 単位面積当たりの積載荷重の大小関係は、実況に応じて計算しない場合、教室 ＞店舗の売場 ＞ 住

宅の居室である。 

2. 百貨店の屋上広場の単位面積当たりの積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、百貨店の売場の単

位面積当たりの積載荷重と同じ数値とすることができる。 

3. 閉鎖型の建築物における風力係数は、一般に、その建築物の外圧係数と内圧係数との差により算定す

る。 

4. 風圧力における平均風速の高さ方向の分布を表す係数は、一般に、「極めて平坦で障害物がない区域

」より「都市化が極めて著しい区域」のほうが小さい。 

 

 

【解説】 ≪正解 1≫ 

1. 単位面積当たりの積載荷重の大小関係は、実況に応じて計算しない場合、店舗の売場＞教室＞住宅の

居室です。誤り。  

不特定多数が利用する店舗の方が住宅よりも大きいです。 

2. 百貨店の屋上広場の積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、百貨店の売場の積載荷重と同じ数値

にできます。正しい。 

3. 閉鎖型の建築物における風力係数は、その建築物の「外圧係数と内圧係数との差」により算定します。

正しい。 

4. 風圧力における平均風速の高さ方向の分布を表す係数は、「極めて平坦で障害物がない区域」より「都

市化が極めて著しい区域」のほうが小さいです。正しい。 
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2012 年【問題 8】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の設計用一次固有周期Ｔが長い場合、一般に、第一種地盤より第三種地盤のほうが建築物の地

上部分に作用する地震力は大きくなる。 

2. 地震力を算定する場合に用いる鉄骨造の建築物の設計用一次固有周期Ｔ(単位 秒)は、特別な調査又

は研究の結果に基づかない場合、建築物の高さ(単位 ｍ)に 0.02 を乗じて算出することができる。 

3. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力係数Ｃｉは、最下層における値が最も小さくなる。 

4. 地震地域係数Ｚは、その地方における過去の地震の記録等に基づき、1.0 から 0.7 までの範囲内にお

いて各地域ごとに定められている。 

 

 

【解説】 ≪正解 2≫ 

1. 建築物の設計用一次固有周期Ｔが長い場合、第一種地盤より第三種地盤のほうが建築物の地上部分に

作用する地震力は大きくなる。正しい記述です。 

2. 地震力の算定で鉄骨造の設計用一次固有周期Ｔは、特別な調査又は研究の結果に基づかない場合、建

築物の高さに 0.02 ではなく、0.03 を乗じて算出します。誤り。 

3. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力係数Ｃi は、最下層の値が最も小さくなります。 

建築物の高さ方向の分布を表す係数 Ai が高くなるほど大きくなるためです。 

4. 地震地域係数Ｚは、その地方における過去の地震の記録等に基づき、1.0 から 0.7 までの範囲内にお

いて各地域ごとに定められています。正しい。 
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2013 年【問題 8】 

建築基準法における地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の地上部分の必要保有水平耐力を計算する場合、標準せん断力係数 C0は 1.0 以上としなければ

ならない。  

2. 建築物の固有周期及び地盤の種別により地震力の値を変化させる振動特性係数 Rtは、一般に、建築物

の設計用一次固有周期 Tが長いほど大きくなる。  

3. 地震層せん断力係数の建築物の高さ方向の分布を表す係数 Aiは、一般に、建築物の上階になるほど大

きくなり、建築物の設計用一次固有周期 Tが長いほど大きくなる。  

4. 建築物の地下部分の各部分に作用する地震力は、一般に、当該部分の固定荷重と積載荷重との和に水

平震度を乗じて計算する。 

 

 

【解説】 ≪正解 2≫ 

1. 建築物の地上部分の必要保有水平耐力を計算する場合、標準せん断力係数Ｃo は、1.0 以上としなけ

ればなりません。正しい。 

2. 地震力の値を変化させる振動特性係数Ｒｔは、一般に、設計用一次固有周期Ｔが長いほど小さ くなり

ます。誤り。 

3. 地震層せん断力係数の高さ方向の分布を表す係数 Ai は、建築物の上階になるほど大きくなり、 設計

用一次固有周期Ｔが長いほど大きくなります。正しい。 

4. 地下部分に作用する地震力は、固定荷重と積載荷重との和に水平震度を乗じて計算します。正しい。 
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2014 年【問題 8】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の固有周期が長い場合や地震地域係数Ｚが小さい場合には、地震層せん断力係数Ｃiは、標準

せん断力係数Ｃ0より小さくなる場合がある。 

2. ガスト影響係数Ｇｆは、一般に、建築物の高さと軒の高さとの平均Ｈに比例して大きくなり、「都市化

が極めて著しい区域」より「極めて平坦で障害物がない区域」のほうが大きくなる。 

3. 高さ 13m 以下の建築物において、屋根ふき材については、規定のピーク風力係数を用いて風圧力の計

算をすることができる。 

4. 多雪区域においては、暴風時又は地震時の荷重を、積雪荷重と組み合わせる必要がある。 

 

 

【解説】 ≪正解 2≫ 

1. 地震層せん断力係数 Ci を求める式は、Ci＝Z×Rt×Ai×Co 

Z：地震地域係数 Rt：建築物の振動特性係数  

Ai：建築物の高さ方向の分布を表す係数 Co：標準せん断力係数 

建築物の固有周期が長い場合や地震地域係数Ｚが小さい場合には、地震層せん断力係数Ｃｉは、標準

せん断力係数Ｃo より小さくなる場合があります。正しい。 

2. ガスト影響係数Ｇf は、突風などによる建物の揺れを考慮した係数で、「都市化が極めて著しい区域」

より「極めて平坦で障害物がない区域」のほうが小さくなります。誤り。 

3. 屋根ふき材については、建築物の高さに関わらず、規定のピーク風力係数を用いて風圧力の計算を行

います。正しい。 

高さ 13ｍの規定は、屋外に面する帳壁に対するものです。 

4. 多雪区域においては、暴風時又は地震時の荷重と、積雪荷重とを組み合わせる必要があります。正し

い。 
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2015 年【問題 7】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力係数Ｃiは、最下層における値が最も大きくなる。 

2. 地下部分の地震層せん断力は、「地下部分の固定荷重と積載荷重との和に、当該部分の地盤面からの深

さに応じた水平震度 k を乗じて求めた地震力」と「地上部分から伝わる地震層せん断力」との和であ

る。 

3. 建築物の設計用一次固有周期Ｔが長い場合、第一種地盤より第三種地盤のほうが建築物の地上部分に

作用する地震力は大きくなる。 

4. 第一種地盤で、建築物の設計用一次固有周期Ｔが長い場合、振動特性係数Ｒｔの値は、Ｔが長くなるほ

ど小さくなる。 

 

 

【解説】 ≪正解 1≫ 

1. 各層の地震層せん断力係数Ｃi の求め方は、 𝐶௜ ＝Z×Rt×Ai×Co 

Ｚ：地震地域係数 

Rt：建築物の振動特性係数 

Ai：建築物の振動特性に応じて地震層せん断力係数 𝐶௜ の建築物の高さ方向の分布を表す係数 

Co：標準せん断力係数 

地震地域係数、振動特性係数、標準せん断力係数は、階に関係なく同じ値ですが、建築物の振動特性

に応じて地震層せん断力係数の建築物の高さ方向の分布を表す係数は、地上 1 階を１とし、高くなる

ほど大きくなるように定めたものになりますので、地震層せん断力係数は、最下層における値が最も

小さくなります。 

2. 正しい記述です。 

3. 建築物の固有周期と地盤種別が関係するのは、振動特性係数 Rt です。固有周期が長い場合、第三種地

盤（軟弱地盤）のほうが、第１種地盤（硬質地盤）より大きくなるので、第３種地盤のほうが設計用地

震力は大きくなります。 

4. 正しい記述です。 
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2015 年【問題 8】 

建築物の構造計算に用いる荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 多雪区域において、暴風時に考慮すべき積雪荷重は、短期の積雪荷重を低減して用いることができる。 

2. 教室に連絡する廊下や階段の床の積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、教室の床の積載荷重と

同じ値を用いることができる。 

3. 建築物の各部の積載荷重は、「床の構造計算をする場合」、「大梁・柱・基礎の構造計算をする場合」及

び「地震力を計算する場合」において、それぞれ異なる値を用いることができる。 

4. 一般的な鉄筋コンクリートの単位体積重量は、コンクリートの単位体積重量に、鉄筋による重量増分

として 1kN/㎥を加えた値を用いることができる。 

 

 

【解説】 ≪正解 2≫ 

1. 多雪区域において、暴風時に考慮すべき積雪荷重は、短期の積雪荷重の 0.35 倍に低減して用いるこ

とができます。正しい。 

2. 教室に連絡する廊下や階段の床の積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、教室の床より大きい値

としなければなりません。誤り。 

基準法施行令 85 条より、教室の床は 2,300N/ｍ2、廊下や階段は 3,500N/ｍ2 です。 

3. 建築物の各部の積載荷重は、｢床の構造計算をする場合｣、｢大梁・柱・基礎の構造計算をする場合｣及

び｢地震力を計算する場合｣において、それぞれ異なる値となります。 

大小関係は、床の構造計算をする場合＞大梁・柱・基礎の構造計算をする場合＞地震力を計算する場

合です。 

4. 正しい記述です。 
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2016 年【問題 7】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の地上部分の必要保有水平耐力を計算する場合、標準せん断力係数Ｃ0は 1.0 以上としなけれ

ばならない。 

2. 地震地域係数Ｚは、1.0 から 0.7 の数値として地域ごとに定められている。 

3. 風圧力の計算に用いる速度圧ｑは、その地方における基準風速Ｖ0に比例する。 

4. 構造部材に生じる応力度等を計算するに当たり、多雪区域ではない一般の地域においては、暴風時又

は地震時の荷重を、積雪荷重と組み合わせなくてもよい。 

 

 

【解説】 ≪正解 3≫ 

1. 大地震を想定した必要保有水平耐力を計算する場合、標準せん断力係数ＣＯは 1.0 以上とします。正

しい。一次設計では、中地震を想定しますので、一般に 0.2 以上とします。 

2. 正しい記述です。 

3. 風圧力の計算に用いる速度圧ｑは、（q＝0.6ＥＶ0
2）より、基準風速の二乗に比例します。誤り。 

4. 正しい記述です。 
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2017 年【問題 7】 

建築基準法における地震層せん断力係数 Ci の計算に用いる振動特性係数 Rt は、建築物の設計用一次固有

周期 T と地盤の種別に応じて定められている。それらの関係を示す図として、適当な
．．．

ものは、次のうちど

れか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 ≪正解 1≫ 

振動特性係数 Rｔは、建築物の設計用一次固有周期 T と地盤の種別に応じて定められています。 

その特徴として、 

・同じ T の場合は、軟弱地盤（第 3 種）の方が Rｔの値は大きくなります。 

地盤は、第 1 種が一番硬質で、第 3 種が軟弱です。したがって、上から第 3 種、第 2 種、第 1 種とな

りますので、１か３に絞られます。 

地震層せん断力係数は、地震に対して不利になるほど、値が大きくなることを覚えておいてください。 

・地盤の種別に関わらず、T が 0.4 秒以下の場合は、Rｔは 1.0 になります。 

 したがって、３ではなく１となります。 
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2017 年【問題 8】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 学校の屋上広場の単位面積当たりの積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、教室の単位面積当た

りの積載荷重と同じ数値とすることができる。 

2. 雪下ろしを行う慣習のある地方においては、その地方における垂直積雪量が１m を超える場合におい

ても、積雪荷重は、雪下ろしの実況に応じて垂直積雪量を１mまで減らして計算することができる。 

3. 風圧力における平均風速の高さ方向の分布を表す係数 Erは、建築物の高さが同じ場合、一般に、「都市

計画区域外の極めて平坦で障害物がない区域」より「都市計画区域内の都市化が極めて著しい区域」

のほうが小さい。 

4. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力 Qiは、最下層の値が最も大きくなる。 

 

 

【解説】 ≪正解 1≫ 

1. 学校の屋上広場の単位面積当たりの積載荷重は、教室の単位面積当たりの積載荷重より大きな値とし

ます。誤り。 

2. 雪下ろしを行う慣習のある地方で、垂直積雪量が１ｍを超える場合、積雪荷重は、雪下ろしの実況に

応じて１ｍまで減らして計算することができます。正しい。 

3. 風圧力における平均風速の高さ方向の分布を表す係数Ｅr は、高さが同じ場合、｢都市計画区域外の極

めて平坦で障害物がない区域｣より｢都市計画区域内の都市化が極めて著しい区域｣のほうが小さい。 

都市部の方が、障害物が多く、気流が流れにくいためです。 

4. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力Ｑi は、最下層の値が最も大きい。 

下層ほど、固定荷重と積載荷重の和（ΣWi）が大きくなるためです。 
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2018 年【問題 7】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 地震地域係数 Z が 1.0、振動特性係数 Rtが 0.9、標準せん断力係数 COが 0.2 のとき、建築物の地上部

分の最下層における地震層せん断力係数 Ciは 0.18 とすることができる。 

2. 鉄骨造又は木造の建築物の地震力を算定する場合に用いる設計用一次固有周期 T（単位 秒）は、建築

物の高さ（単位 メートル）に 0.03 を乗じて算出することができる。 

3. 地震層せん断力係数 Ciの建築物の高さ方向の分布を表す係数 Aiは、建築物の上階になるほど大きくな

る。 

4. 建築物の地上部分におけるある層に作用する地震層せん断力は、その層の固定荷重と積載荷重との和

に、その層の地震層せん断力係数 Ciを乗じて算出する。 

 

 

【解説】 ≪正解 4≫ 

1. 地震地域係数Ｚが 1.0、振動特性係数Ｒｔが 0.9、標準せん断力係数Ｃo が 0.2 のとき、建築物の地上

部分の最下層における地震層せん断力係数Ｃi は 0.18 になります。正しい。 

全て掛け合わします。 

2. 鉄骨造又は木造の建築物の地震力を算定する場合に用いる設計用一次固有周期は、次の式で略算する

ことができます。 

Ｔ＝ｈ（0.02＋0.01α）＝0.03ｈ  

αは木造又は鉄骨造では 1、鉄筋コンクリート造では 0 とします 

したがって、建築物の高さに 0.03 を乗じて算出することができます。 

3. 正しい記述です。 

4. 建築物の地上部分におけるある層の地震層せん断力は、その層が支える固定荷重と積載荷重との合計

に、その層の地震層せん断力係数Ｃi を乗じて算出します。その層のみではありません。 
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2018 年【問題 8】 

建築物の構造計算に用いる荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 多雪区域において、地震時に考慮すべき積雪荷重は、短期積雪荷重を低減したものを用いる。 

2. 百貨店の屋上広場の単位面積当たりの積載荷重は、建築物の実況に応じて計算しない場合、百貨店の

売場の単位面積当たりの積載荷重と同じとすることができる。 

3. 単位面積当たりの積載荷重は、建築物の実況に応じて計算しない場合、「床の構造計算をする場合」、

「大梁、柱又は基礎の構造計算をする場合」及び「地震力を計算する場合」のうち、「地震力を計算す

る場合」が最も大きくなる。 

4. 一般的な鉄筋コンクリートの単位体積重量は、コンクリートの単位体積重量に、鉄筋による重量増分

として 1kN/㎥加えた値を用いることができる。 

 

 

【解説】 ≪正解 3≫ 

1. 正しい記述です。多雪区域での地震時に考慮すべき積雪荷重は、短期積雪荷重の 0.35 倍の数値を用

います。 

2. 正しい記述です。百貨店の屋上広場の積載荷重は、建築物の実況に応じて計算しない場合、百貨店の

売場の積載荷重と同じにすることができます。 

3. 積載荷重の大小関係は、床＞大梁・柱・基礎＞地震力となります。「地震力を計算する場合」が最も小

さいです。誤り。 

4. 鉄筋コンクリートの単位体積重量は、コンクリートの単位体積重量に、鉄筋による重量増分として 1 

kN/ｍ3 を加えた値を用います。正しい。 

鉄の比重は、コンクリートの 3 倍以上です。 
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2019 年【問題 7】 

建築基準法における建築物の構造計算に用いる風圧力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれ

か。 

1. 風圧力の計算に用いる速度圧 qは、その地方について定められている基準風速 V0の 2 乗に比例する。 

2. 基準風速 V0は、稀に発生する暴風時の地上 10 m における 10 分間平均風速に相当する値である。 

3. ガスト影響係数 Gfは、「平坦で障害物がない区域」より「都市化が著しい区域」のほうが大きい。 

4. 風圧力は、一般に、「外装材に用いる場合」より「構造骨組に用いる場合」のほうが大きい。 

 

 

【解説】 ≪正解 4≫ 

1. 風圧力の計算に用いる速度圧ｑ(N/ｍ2)は、次の式で表されます。 

ｑ＝0.6ＥＶ０
2 

Ｅ：屋根の高さ、周辺地域の状況により算出した数値 

ＶO：基準風速（その地方ごとに国土交通大臣が定めたもの） 

したがって、基準風速の 2 乗に比例します。 

2. 正しい記述です。 

基準風速ＶO は、30m/ｓから 46m/ｓの範囲で決められています。 

3. ガスト影響係数 Gf は、窓風などによる建物の揺れを考慮した割増係数で、｢極めて平坦で障害物がな

い区域｣よりも｢都市化が極めて著しい区域｣のほうが大きくなります。 

4. 風圧力は、外装仕上材、下地材、胴縁、間柱等を介し、構造骨組に流れます。この過程で、構造骨組に

流れた荷重は、平均化されていきますので、風圧力は、一般に、｢外装材に用いる場合｣の方が大きく

なります。 
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2019 年【問題 8】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 多雪区域以外の区域において、積雪荷重の計算に用いる積雪の単位荷重は、積雪量 1 cm 当たり 20 N/

㎡以上とする。 

2. 店舗の売場に連絡する廊下の床の構造計算に用いる積載荷重は、建築物の実況に応じて計算しない場

合、店舗の売場の床の積載荷重を用いることができる。 

3. 建築物の地下部分の各部分に作用する地震力は、一般に、当該部分の固定荷重と積載荷重との和に水

平震度を乗じて計算する。 

4. 建築物の固有周期が長い場合や地震地域係数 Z が小さい場合には、地震層せん断力係数 Ciは、標準せ

ん断力係数 Coより小さくなる場合がある。 

 

 

【解説】 ≪正解 2≫ 

1. 正しい記述です。 

2. 店舗の売場に連絡する廊下の床の積載荷重は、実況に応じない場合、店舗の売場よりも大きな値で定

められています。同じ数値を用いることはできません。誤りです。 

3. 正しい記述です。 

4. 地震層せん断力係数Ｃi は、Ｃi＝Ｚ・Ｒt・Ａi・ＣO により求まります。 

このうち、地震地域係数Ｚは、その地方における過去の地震記録に基づく震害の程度および地震活動

の状況に応じて定められた低減係数であり、0.7～1.0 の値をとります。 

振動特性係数Ｒt は、建築物の弾性域における固有周期と地盤の振動特性とによる地震力の低減係数

で、固有周期が長くなるほど小さくなり、数値は、上限 1.0～下限 0.25 となります。 

よって、地震層せん断力係数 Ci は、標準せん断力係数 Co より小さくなる場合があります。 
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2020 年【問題 7】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力係数 Ciは、最下層における値が最も小さくなる。 

2. 建築物の地上部分の必要保有水平耐力を計算する場合、標準せん断力係数 Coは 1.0 以上とする。 

3. 振動特性係数 Rtは、建築物の設計用一次固有周期 Tが長くなるほど大きくなる。 

4. 地震層せん断力係数 Ciの建築物の高さ方向の分布を表す係数 Aiを算出する場合、建築物の設計用一次

固有周期 Tは、振動特性係数 Rtを算出する場合の Tの値と同じとする。 

 

 

【解説】 ≪正解 3≫ 

1. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力係数 Ci は、次の式によって求めます。 

Ci ＝ Z・Rt・Ai・Co  

Z：地震地域係数 Rt：振動特性係数  

Ai：地震層せん断力係数の建築物の高さ方向の分布を表す係数 Co：標準せん断力係数 

このうち、Ai は上層になるほど大きな数値となりますので、Ci は、最下層における値が最も小さくな

ります。 

Z・Rt・Co 他のこの３つについては、層に関係なく一定の数値となります。 

2. 標準せん断力係数は、原則として、0.2 以上としなければなりませんが、必要保有水平耐力を計算す

る場合においては、大地震を想定しますので、1.0 以上とします。 

建築基準法施行令 88 条２項・３項。 

3. 振動特性係数 Rt は、一般に、建築物の設計用一次固有周期 T が長くなるほど小さくなります。誤り。 

建築基準法施行令第 88 条１項、告示(昭 55)第 1793 号第二。 

4. 振動特性係数 Rt の算定と、地震層せん断力係数の建築物の高さ方向の分布を表す係数 Ai の算定に用

いる設計用一次固有周期 T は、同じ値でなければなりません。 
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2020 年【問題 8】 

建築基準法における屋根葺き材に作用する風荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 屋根葺き材の風圧に対する構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準は、建築物の高さに

かかわらず適用される。 

2. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる平均速度圧𝑞തについては、気流の乱れを表すガスト影響係

数 Gfは考慮しなくてよい。 

3. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いるピーク風力係数𝐶መf は、一般に、構造骨組に用いる風圧力

を算出する場合の風力係数 Cfよりも大きい。 

4. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる基準風速 V0は、構造骨組に用いる風圧力を算出する場合

と異なる。 

 

 

【解説】 ≪正解 4≫ 

1. 屋根葺き材については、建築物の高さに関わらず、耐風計算において適用されます。正しい。 

外装材及び屋外に面する帳壁については、高さが 13ｍを超える部分に適用されます。 

2. 平均速度圧は、構造骨組に用いる風圧力の計算に用いる速度圧で考慮するガスト影響係数を考慮せず

に求めます。正しい。 

建築基準法施行令第 87 条第２項。告示(平 12)第 1454 号第一第１項。 

3. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いるピーク風力係数は、局部的な風圧力に対して設計するた

めに規定されたもので、一般に、構造骨組に用いる風圧力を算出する場合の風力係数より大きな値と

なります。正しい。 

告示(平 12)第 1458 号第２項一号。告示(平 12)第 1454 号第三。 

4. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる基準風速は、構造骨組に用いる風圧力を算出する場合と

同じ値を用います。誤り。 

建築基準法施行令第 87 条第２項。告示(平 12)第 1454 号第一第１項。 
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2021 年【問題 7】 

地震時における建築物の振動に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 地震動の変位応答スペクトルは、一般に、周期が長くなるほど小さくなる。 

2. 建築物の固有周期は、質量が同じ場合、水平剛性が大きいものほど短くなる。 

3. 建築物の一次固有周期は、一般に、二次固有周期に比べて長い。 

4. 鉄筋コンクリート造建築物の内部粘性減衰の減衰定数は、一般に、鉄骨造の建築物に比べて大きい。 

 

 

【解説】 ≪正解 1≫ 

1. 一般に、周期 T が長くなるほど、変位応答スペクトルは大きくなります。誤り。 

2. 建築物の固有周期は次の式によって求めます。 

Ｔ＝2πට ௠  ௞   ｍ：質量 𝑘：水平剛性  

水平剛性 𝑘 は分母にありますので、大きいほど、固有周期は短くなります。 

剛性が高いほど、小刻みに揺れるということですね。 

3. 一次固有周期、二次固有周期などの次数は、一般に、小さいほど固有周期は長くなります。正しい。 

4. 内部粘性減衰の減衰定数とは、地震がおさまったとき、建物には振動を弱めるはたらきをもっていま

すが、そのはたらきを数値化したものです。一般に鉄筋コンクリート造は３％前後で、鉄骨造は２％

前後。鉄筋コンクリート造の方が大きいので、記述は正しいです。 
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2021 年【問題 8】 

建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 床の構造計算を行う場合の単位面積当たりの積載荷重の大小関係は、実況に応じて計算しない場合、住宅

の居室＜事務室＜教室である。 

2. 建築物の地上部分における各層の地震層せん断力 Qi は、最下層の値が最も大きくなる。 

3. 地震時の短期に生ずる力については、特定行政庁が指定する多雪区域においては、積雪荷重を考慮する。 

4. 屋根葺き材等に対して定められるピーク風力係数 Cf は、局部風圧の全風向の場合における最大値に基づい

て定められている。 

 

 

【解説】 ≪正解 1≫ 

1. 床の構造計算を行なう場合の単位面積当たりの積載荷重は、実況に応じて計算しない場合、下表の値

を用いることができます。教室よりも事務室が大きくなっていますので、記述は誤りです。地震力を計

算する場合は、記述の順番が正しくなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 各層の地震層せん断力は、その階より上部の固定荷重と積載荷重の和に、地震層せん断力係数を乗じ

て求めます。したがって、最下層が一番大きくなります。正しい。 

ちなみに、地震層せん断力係数は、上階ほど大きな値となります。 

3. 基準法施行令により、正しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 正しい記述です。屋根ふき材等に対しては、最も安全を考慮して設計をする必要があります。 

  

構造計算の対象 

 

室の種類 

（い） （ろ） （は） 

床 の 構 造 計 算 を

する場合 

大ばり、柱又は基礎の

構造計算をする場合 

地 震 力 を 計 算

する場合 

（1） 
住宅の居室、住宅以外の建築物

における寝室又は病室 
1,800 (N/m2) 1,300 (N/m2) 600 (N/m2) 

（2） 事務室 2,900 (N/m2) 1,800 (N/m2) 800 (N/m2) 

（3） 教室 2,300 (N/m2) 2,100 (N/m2) 1,100 (N/m2)

力の種類・状態 一般の場合 多雪区域 

長期 
常時 

G＋P 
G＋P 

積雪時 G＋P＋0.7Ｓ 

短期 

積雪時 G＋P＋Ｓ G＋P＋Ｓ 

暴風時 G＋P＋Ｗ 
G＋P＋Ｗ 

G＋P＋0.35Ｓ＋Ｗ 

地震時 G＋P＋Ｋ G＋P＋0.35Ｓ＋Ｋ 

Ｇ：固定荷重によって生ずる力 

Ｐ：積載荷重によって生ずる力 

Ｓ：積雪荷重によって生ずる力 

Ｗ：風圧力によって生ずる力 

Ｋ：地震力によって生ずる力 
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2022 年【問題 8】 

建築基準法における建築物に作用する積雪荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 屋根面における積雪量が不均等となるおそれ
・ ・ ・

のある場合においては、その影響を考慮して積雪荷重を計算し

なければならない。 

2. 垂直積雪量が 1 m を超える場合、雪下ろしの実況に応じて垂直積雪量を 1 m まで減らして積雪荷重を計算し

た建築物については、その出入口、主要な居室又はその他の見やすい場所に、その軽減の実況その他必要

な事項を表示しなければならない。 

3. 多雪区域以外の区域における大スパン等の一定の条件を満たす緩勾配屋根を有する建築物では、屋根版の

構造種別によっては、構造計算において用いる積雪荷重に積雪後の降雨を考慮した割増係数を乗じることが

求められる場合がある。 

4. 多雪区域を指定する基準において、積雪の初終間日数の平年値が 30 日以上の区域であっても、垂直積雪

量が 1 m 未満の場合は、多雪区域とはならない。 

 

 

【解説】 ≪正解 4≫ 

1. 正しい記述です。 

建築基準法施行令第 86 条５項 

2. 正しい記述です。 

建物の持ち主に積雪量が想定垂直積雪量を上回らないように周知させるためです。 

建築基準法施行令第 86 条７項 

3. 正しい記述です。 

比較的大きい緩勾配の屋根をもつ建築物は、積雪後の降雨により屋根に積もった雪が重くなることが

ありますので、その影響を考慮し、積雪荷重を割増す必要があります。 

告示(平 19)第 594 号第２第三号 

4. 多雪区域の基準は次のとおりです。垂直積雪量が 1ｍ未満の場合でも、多雪区域となる場合がありま

す。設問の記述は誤りです。 

・垂直積雪量が１ｍ以上の区域 

・積雪の初終間日数（当該区域中の積雪部分の割合が１/２を超える状態が継続する期間の日数）  

 の平年値が 30 日以上の区域 

建築基準法施行令第 86 条２項、告示(平 12)第 1455 号 
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2023 年【問題 7】 

建築基準法における建築物に作用する地震力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 建築物の基礎の底部の直下の地盤の種別に応じて定められる数値 Tc は、沖積層の深さが 35 m の軟弱な第

三種地盤である場合、0.2 秒を用いる。 

2. 鉄骨造又は木造の建築物の地震力を算定する場合に用いる設計用一次固有周期 T（単位 秒）は、建築物の

高さ（単位 メートル）に 0.03 を乗じて算出することができる。 

3. 弾性域における設計用一次固有周期 T の計算に用いる建築物の高さは、建築物の最高高さではなく、振動

性状を十分に考慮した振動上有効な高さを用いる場合がある。 

4. 地震層せん断力係数の算定に用いる振動特性係数 Rt は、一般に、設計用一次固有周期 T が長くなるほど、

小さくなる。 

 

【解説】 ≪正解 1≫ 

1. 告示により、沖積層の探さが３０ｍ以上の軟弱な第三種地盤の場合の地盤周期ＴＣは、０.８秒と定めら

れています。誤り。 

 

 

 

 

 

 

2. 鉄骨造又は木造の建築物の地震力を算定する場合に用いる設計用一次固有周期 T は、次の式で略算す

ることができます。 

Ｔ＝ｈ（0.02＋0.01α）＝0.03ｈ  

αは木造又は鉄骨造では 1、鉄筋コンクリート造では 0 とします 

したがって、建築物の高さに 0.03 を乗じて算出することができます。正しい。 

3. 正しい記述です。 

4. 振動特性係数 Rt は、一般に、建築物の設計用一次固有周期 T が長くなるほど小さくなります。正し

い。 

地震力 ＝ Ci × その階より上の重量 

地震層せん断力係数 Ci ＝  Z × Rt × Ai × Co 

 

 

 

  

第 1 種地盤 岩盤,硬質砂れき層・・・ 0.4 秒

第 2 種地盤 第 1 種及び第 3 種以外 0.6 秒

第 3 種地盤 腐植土、泥土その他・・・ 0.8 秒

地盤が軟弱なほど、

長くなっています。 

全て掛け算、つまり比例。 

どれも大きいほど地震力が大きくなる。

振動特性係数 Rt は、地盤と建物の固有周期を考慮した係数。 

地盤と建物、両方の周期が一致すると、共振により大きく揺れる。 

つまり、地震力は大きくなる。（Rt も大） 

元々、地盤より建物の固有周期の方が長いので、 

建物の周期がより長くなると地盤との差が大きくなり、共振は起こりにくくなる。 

つまり、地震力は小さくなるので、Rt は小さくなります。 
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2023 年【問題 8】 

建築基準法における風荷重に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる基準風速 V0 は、構造骨組に用いる風圧力を算出する場合と

同じ値である。 

2. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる平均速度圧 𝑞ത は、一般に、気流の乱れを表すガスト影響係数

Gf を考慮する。 

3. 基準風速 V0 は、稀に発生する暴風時を想定した、地上 10 m における 10 分間平均風速に相当する値であ

る。 

4. ガスト影響係数 Gf は、一般に、建築物の高さと軒の高さとの平均 H の値が大きくなるほど、小さくなる。 

 

 

【解説】 ≪正解 2≫ 

1. 屋根葺き材に作用する風圧力の算出に用いる基準風速は、構造骨組に用いる風圧力を算出する場合と

同じ値を用います。正しい。 

2. 屋根葺き材に作用する風圧力は、「平均速度圧」と「ピーク風力係数」によって求めますが、ガスト影

響係数はピーク風力係数に関係しますので、平均速度圧においては考慮しません。誤り。 

3. 正しい記述です。 

基準風速ＶO は、30m/ｓから 46m/ｓの範囲で決められています。 

4. 正しい記述です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガスト影響係数は、突風（ビル風）などを考慮して割増する

係数です。平均速度圧ではなくピーク風力係数に関係し

てきます。 

それから、障害物がない区域より、ビルが多い都心部の

方が大きくなることも覚えておいてください。 


